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１. １６年９月中間期の連結業績（平成１６年４月１日 ～ 平成１６年９月３０日）
(1)連結経営成績 (注)記載金額の百万円未満は切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１６年９月中間期 92,413  8.3 7,690 4.8 8,186  6.5
１５年９月中間期 85,348 △2.4 7,338 1.2 7,687 6.7
１６年３月期 181,874 19,369 18,560

百万円 ％ 円 　　銭 円 銭   　    　 
１６年９月中間期 5,086    12.5 　　　　-      -      
１５年９月中間期 4,523   10.5 　　　　-      -
１６年３月期 11,613 　　　　-      -
(注) ①持分法投資損益 １６年９月中間期 269 百万円 １５年９月中間期　180 百万円 １６年３月期 408 百万円
     ②期中平均株式数(連結) １６年９月中間期 214,489,416株 １５年９月中間期 214,546,420株 １６年３月期 214,531,992株

(2)連結財政状態

円    銭
１６年９月中間期
１５年９月中間期
１６年３月期
(注)期末発行済株式数(連結) 　　 １６年９月中間期 214,476,701株 １５年９月中間期 214,529,613株 １６年３月期 214,499,477株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

１６年９月中間期
１５年９月中間期
１６年３月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

２. １７年３月期の連結業績予想（ 平成１６年４月１日  ～  平成１７年３月３１日 ）
　

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    60円  33銭 

※上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成した
　ものであり、今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、｢決算短信(連結)｣添付資料の４ページを参照して下さい。

53.85

15,010
△ 7,954
△13,869

当　期　純　利　益

190,000
百万円 百万円

20,000 13,000
百万円

売   上   高

△ 6,280
△ 3,058
△ 7,081

   連結子会社数 37社　　　　　　 　　 持分法適用非連結子会社数　 -社　　持分法適用関連会社数　11社

   連結（新規）  2社　（除外） 2社　　持分法（新規）-社　（除外）-社

9,832

経　常　利　益

11,606
15,081

平成１７年３月期　　　　　中間決算短信（連結）　　　　 　　　平成１６年１１月２２日

百万円

102,440
91,149
97,726

百万円 百万円

　477.63  
％

46.9

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

中間決算取締役会開催日　　平成１６年１１月２２日

42.1
44.8

　424.88  
　455.32  

23.72
21.08

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

営業活動による 投資活動による 財務活動による

株 主 資 本 比 率

期　末　残　高

△ 6,972

現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー

百万円

百万円 百万円

総   資   産 株  主  資  本

通　　期

売 　上 　高

218,551
216,715
218,096

10,959
21,155

     ③会計処理の方法の変更　 無

営　業　利　益 経　常　利　益

１株当たり株主資本

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

米国会計基準採用の有無　　無
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企 業 集 団 の 状 況          
 
 当社企業集団は、当社及び子会社 48社、関連会社 21社により構成されており、その主な事業内容は「ガラス事
業」及び「化成品事業」であります。 
  
 事業系統図を示すと次の通りであります。 

 
 
 
 

セントラル硝子㈱ 

製造・加工会社 

 

 

 

 

製造・販売会社 

 

 

 

 
製造・販売会社 

 

☆三重硝子工業㈱ 
☆関西加工硝子㈱ 
☆セントラルガラスサービス㈱ 
※アルバック成膜㈱ 

☆ｾﾝﾄﾗﾙｶﾞﾗｽｱﾒﾘｶ,Inc. 
☆ﾉｰｽｳｴｽﾀﾝｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ,Inc. 
☆台湾信徳玻璃股有限公司 
☆台湾創新精材股有限公司 
☆日本特殊硝子㈱ 
☆セントラル硝子北海道㈱ 
※裕盛工業股有限公司 

☆セントラル化成㈱ 
☆セントラルグラスファイバー㈱ 
☆セントラルグラスウール㈱ 
☆ｾﾝﾄﾗﾙｶﾞﾗｽｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ,Inc. 
☆ｾﾝﾄﾗﾙｶﾞﾗｽﾖｰﾛｯﾊﾟ Ltd. 
※宇部吉野石膏㈱ 
※新潟吉野石膏㈱ 
 

 

化

成

品

事

業 

ガ

ラ

ス

事

業 

販          売          先 

☆  連結子会社   

※  持分法適用会社 
製品の流れ 

原料・半製品等の流れ 

販売・工事会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

販売・物流会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
販売会社 

☆セントレックス東北㈱ 
☆セントレックス関東㈱ 
☆セントレックス神奈川㈱ 
☆セントラル硝子工事㈱ 
☆東京セントレックス㈱ 
☆ｾﾝﾄﾗﾙ・ｻﾝｺﾞﾊﾞﾝ㈱ 
☆セントレックス静岡㈱ 
☆セントレックス東海㈱ 
☆セントレックス関西㈱ 
☆セントレックス中国㈱ 
※㈱加儀商店 
 

☆㈱東商セントラル 
☆宇部商事㈱ 
☆双和運輸倉庫㈱ 

☆セントラル合同肥料㈱ 



 2

  
経営方針 

 
 
１．経営の基本方針、中長期的な経営戦略 
  当社は、ガラス、化成品事業をコアビジネスとして、その事業基盤の安定化を図るとともに、ファインケミカル、
ファインガラスなど、高機能、高付加価値製品分野の拡充をはかり、収益力の向上と財務体質の強化により企業価
値の増大を目指しております。 

  この方針のもとに、生産販売体制の強化と原価低減の推進など経営全般にわたる効率化を通じ、企業体質の変革
を図るとともに研究開発力の強化と成長分野への経営資源の重点的な投入を行い、グル－プ企業力の強化に努めて
まいります。 

  事業区分別では、ガラス及び既存の化成品事業におきましては、グル－プ会社を含めた収益改善策の推進を行っ
てまいります。特に、建築用ガラス及び既存化成品事業の再構築と自動車用ガラスのコストダウンを重点課題とし
て取り組んでまいります。 

  ファインケミカル、ファインガラスなど成長事業分野におきましては積極的かつ効率的に経営資源の配分を行い、
事業の拡大と収益力の強化を推進してまいります。 

  また、当社は品質重視を基本とし、レスポンシブル・ケアの経営方針に基づき、製品の開発から廃棄に至る全ラ
イフサイクルにおける「環境・安全・健康」の確保を重視した企業経営を推進してまいります。 

  経営指標としましては、ＲＯＥ 10％以上、株主資本比率 40%以上、デット・エクイティ・レシオ（株主資本に
対する有利子負債の割合）0.5 倍以下を中期的な経営目標としております。 

   
２．利益配分に関する基本方針 
  当社の利益配分にあたりましては、企業体質の強化を図るため、研究開発や設備投資など将来の事業展開のため
の内部留保の充実を考慮しつつ、長期的視点に立って業績に見合った安定的な配当を行うことを基本方針といたし
ております。 

 
３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
 当社は、個人投資家層の拡大及び株式市場の流動性を図ることを資本政策上の重要課題であると認識しておりま
す。投資単位の引下げにかかる施策につきましては、業績及び市況等を勘案し、その費用並びに効果等を慎重に検
討したうえで、対処してまいりたいと考えております。 

 
４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
経営の透明性、公正性及び意思決定の迅速化を図るために、当社は取締役制度、監査役制度により当社の事業内

容、事業規模に適応した経営管理組織を構成し運営しております。 
  具体的には、経営幹部により組織された経営会議を毎週開催し、当社グル－プ運営に関する事項について十分な
議論を行い、的確かつ迅速な経営判断を行っております。この結果をもとに、取締役会を毎月開催し、重要な業務
執行について意思決定を行うとともに、職務執行状況の監督を行っております。 

  また、本年６月の定時株主総会終了後に、重要な経営事項の意思決定及び監督機能と経営執行機能を明確にする
とともに取締役会をスリム化して、経営の効率化と責任の明確化を図るために執行役員制を導入いたしました。 

  監査役は取締役の職務執行状況を監査するため、取締役会その他重要会議への出席、業務執行状況の聴取等を行
うと共に監査役会を定期的に開催し、組織的・効率的監査に努めております。また、社外監査役からは第三者の立
場から豊富な知見に基づいた適切なご意見をいただいております。 
コンプライアンスについては、各関連法令に応じた横断的組織による各委員会を設置し、定期的に委員会を開催

し、全社での法令遵守に努めております。 
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経営成績及び財政状態 
 
１．当中間期の概況 
(１)当中間期の業績全般に関する概況 

    当中間期におけるわが国経済は、原油価格の高騰などの懸念要因はありましたが、全般的には、中国、米国
などの旺盛な需要に支えられた企業収益の改善とともに設備投資も順調に推移し、個人消費にも回復の兆しが
見られるなど、緩やかな景気の回復基調が続きました。 
   当社グループは、このような状況下で積極的な販売活動を展開いたしました結果、当中間期の売上高は 
92,413 百万円と前年同期比 8.3%の増加となりました。 
  損益面につきましては、販売価格の低下に加え、原燃料価格が上昇いたしましたが、販売数量の伸びや業務
の効率化・合理化施策を推進してまいりました結果、経常利益は、前年同期比 498 百万円増の 8,186 百万円、
中間純利益は、前年同期比 563 百万円増の 5,086 百万円となり、中間期といたしましては売上高、利益とも
に過去最高の業績となりました。 
 
(２)当期の財政状況 

百万円 当 中 間 期 前 中 間 期 
営業活動によるキャッシュ・フロー   9,832  10,959 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  6,280 △  3,058 

財務活動によるキャッシュ・フロー △  6,972 △  7,954 

換算差額等      16  △      0 

増減 △  3,404    △     53  

連結範囲変更に伴う増加額       -     338  

現金及び現金同等物の期末残高  11,606  15,081 

営業活動によるキャッシュフロ－は、税金等調整前中間純利益や減価償却費などにより、9,832 百万円とな
りました。投資活動によるキャッシュフロ－は、有形固定資産の取得による支出などにより、6,280 百万円の
マイナスとなりました。財務活動によるキャッシュフロ－は、財務体質の強化を図るべく借入金の返済を進め
ましたため、6,972 百万円のマイナスとなり、現金及び現金同等物の期末残高は前期末に比較し 3,404 百万円
減少の 11,606 百万円となりました。 
 なお、有利子負債残高は前期末に比較し 6,179 百万円減の 49,103 百万円となり、デット・エクイティ・レ
シオ（株主資本に対する有利子負債の割合）は、前期末の 0.57 倍から 0.48 倍となりました。 
なお、当社グル－プのキャッシュ・フロ－指標は以下のとおりであります。 

 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成16年9月期 

株主資本比率 (％) 28.4 35.0 38.2 44.8 46.9 

時価ベースの株主資本比率 (％) 48.6 58.4 49.6 80.8 79.3 

債務償還年数 (年)  5.9  3.8  3.9  2.6  2.5 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ (倍)  7.6 12.9 15.6 21.6 23.5 

(注)株主資本比率：株主資本／総資産 
  時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
  ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 
＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算定しております。 
＊営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお
ります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち借入金及び社債を対象としております。 
 また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
＊中間期での債務償還年数の計算は、営業キャッシュ・フローを２倍にして計算しております。 
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(３)セグメント別の概況 
  〈ガラス事業〉 

百万円 売 上 高 営 業 利 益 

当 中 間 期 59,659 2,320 

前 中 間 期 54,488 1,927 

増 減 率     9.5 ％   20.4 ％ 

  建築用ガラスにつきましては、市況が軟化しましたが、新設住宅着工戸数及びビル建築など非住宅の建築着工面
積が増加し、また、防犯ガラスや断熱性能に優れた複層ガラスの普及が伸展しましたため、売上高は前年同期を上
回りました。 

  なお、建築用ガラスの販売体制強化策として、本年４月に近畿地区において硝子特約店３社を統合した特約店「セ
ントレックス関西㈱」を設立しました。 

  自動車産業向け加工ガラスにつきましては、輸出の好調により国内自動車生産台数が増加し、当社納入先の販売
も堅調に推移しましたため、売上高は前年同期を上回りました。 

  電子産業向けファインガラスにつきましては、液晶用ガラス関連製品が好調に推移し、また、プラズマディスプ
レイテレビの需要増加に伴い、当社関連製品の販売も増加しましたため、売上高は前年同期を上回りました。 
  以上ガラス事業の売上高は前年同期比  9.5%増の 59,659 百万円となり、営業利益は売上の増加などにより、前
年同期比 393 百万円増の 2,320 百万円となりました。 

 
〈化成品事業〉 

百万円 売 上 高 営 業 利 益 

当 中 間 期 32,754 5,373 

前 中 間 期 30,860 5,409 

増 減 率     6.1 ％ △ 0.7 ％ 

  化学品につきましては、新規製品の売上が加わりましたものの、総じて需要が低調に推移しましたため、売上高
は前年同期並にとどまりました。 

  ファインケミカルにつきましては、医薬関連製品の売上は前年同期を下回りましたが、半導体・液晶関連製品の
販売が好調に推移し、売上高は前年同期を上回りました。 

  肥料につきましては、新肥料年度価格の値上りや、日本合同肥料㈱との共同販売会社「セントラル合同肥料㈱」
を設立し、７月１日より営業を開始しました効果もあり、売上高は前年同期を上回りました。 

  ガラス繊維につきましては、住宅や自動車分野が好調に推移しましたため、売上高は前年同期を上回りました。 
  なお、当連結会計期間より、肥料製品共同販売会社の「セントラル合同肥料㈱」及び日本合同肥料㈱より事業継
承した、アグリ・バイオ製品を主体とする販売会社の「サングリーン㈱」を新たに連結子会社に加えております。 
  以上化成品事業の売上高は前年同期比 6.1%増の 32,754 百万円となりましたが、営業利益は、販売価格の低迷や
原燃料価格の上昇などにより、前年同期比 35 百万円減の 5,373 百万円となりました。 

 
(４)利益配分 
  当期の中間配当につきましては、１株につき 3.5 円といたしました。 

 
２．通期の見通し 
  今後の見通しにつきましては、国内経済は緩やかな回復基調の継続が期待されますものの、原油価格の高騰に加
え、米国及び中国経済の先行き不透明感や、電子部品の在庫調整の動きなどにより、景気回復の勢いが鈍化するこ
とが予想され、引き続き予断を許さない状況にあります。 

   このような環境下で当社グル－プといたしましては、需要家のニ－ズに対応できる生産販売体制の強化と原価低
減の推進に引き続き注力し、中長期的に安定した業績の確保に努めてまいります。 

  通期の業績の見通しは、以下のとおりです。 
     売上高   1,900 億円 
     経常利益   200 億円 
     当期純利益  130 億円 
  なお、通期業績の見通しにおける下期の前提条件につきましては、為替レートを 110 円／US ﾄﾞﾙ、原油価格を
CIF 40 ﾄﾞﾙ／ﾊﾞﾚﾙとしております。 
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重要な後発事象 
 

（新株予約権付社債の発行） 
当社は、平成 16 年 10 月 20 日開催の取締役会決議に基づき、セントラル硝子㈱130％コールオプション条項付第

4回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行しております。 
  その概要は以下の通りです。 
 １．発行総額  20,000 百万円 
 ２．発行価額  額面 100 円につき 100 円 
 ３．発行年月日 平成 16 年 11 月 8 日 
 ４．利率    本社債には利息を付さない 
 ５．償還期限  平成 22 年 3 月 31 日 
 ６．資金使途  社債償還資金及び設備投資資金 
 
（債務履行引受契約の締結） 
  当社は、有利子負債削減を図るため、平成 16 年 10 月 20 日開催の取締役会決議に基づき、信託方式による社債
の債務履行引受契約を締結しております。 

 １．債務履行引受契約の締結日  
   平成 16 年 11 月 15 日 
 ２．対象となった社債 
   銘柄    セントラル硝子㈱第 2回無担保社債 
   発行年月日 平成 12 年 11 月 28 日 
   額面金額  15,000 百万円 
   利率    1.79% 
   償還期限  平成 17 年 11 月 28 日 
 ３．当該事象の損益に与える影響額 

当連結会計年度において、社債償還損 269 百万円を計上する予定であり、支払利息の減少 90 百万円を見込ん
でおります。  
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中間連結貸借対照表 
 

前中間連結会計期間末 
（平成15年 9月 30日現在） 

当中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日現在) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成16年3月31日現在) 

         期別 
 
 
科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

流 動 資 産 86,793 40.0 87,121 39.9 89,536 41.1 

  現金及び預金 15,120  11,627  15,056  

  受取手形及び売掛金 43,703  48,218  49,007  

  たな卸資産 23,841  24,103  22,594  

  繰延税金資産 2,145  1,574  1,545  

  その他 2,669  2,150  2,055  

  貸倒引当金 △ 686  △ 552  △ 721  

固 定 資 産 129,922 60.0 131,430 60.1 128,559 58.9 

 有形固定資産 86,644  85,854  83,525  

  建物及び構築物 24,412  24,050  24,317  

  機械装置及び運搬具 30,606  31,257  31,924  

  土地 23,210  24,260  22,896  

  建設仮勘定 6,005  3,458  1,601  

  その他 2,409  2,826  2,784  

 無形固定資産 1,440  1,585  1,427  

  連結調整勘定 813  770  748  

  その他 626  815  679  

 投資その他の資産 41,837  43,989  43,606  

  投資有価証券 36,283  38,524  38,039  

  繰延税金資産 1,234  1,300  1,328  

  その他 5,143  4,977  4,990  

  貸倒引当金 △ 824  △ 812  △ 752  

資 産 合 計 216,715 100.0 218,551 100.0 218,096 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年 9月 30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成16年 3月 31日現在） 

          期別 
 
 
科目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

流 動 負 債 78,847 36.4 70,728 32.3 73,487 33.7 

  支払手形及び買掛金 20,034  22,311  21,762  

  短期借入金 38,317  27,395  32,878  

  未払法人税等 3,857  3,309  3,904  

  賞与引当金 1,661  1,681  1,742  

事業構造改善引当金 1,345  -  -  

  その他 13,630  16,030  13,198  

固 定 負 債 46,386 21.4 45,197 20.7 46,540 21.3 

  社   債 15,000  15,400  15,400  

長期借入金 7,625  6,256  6,953  

繰延税金負債 84  785  702  

退職給付引当金 14,484  13,473  14,029  

役員退職慰労引当金 587  336  535  

特別修繕引当金 7,505  7,984  7,885  

その他 1,099  961  1,033  

負 債 合 計 125,234 57.8 115,926 53.0 120,027 55.0 

（ 少 数 株 主 持 分 ） 331 0.1 184 0.1 341 0.2 

（ 資 本 の 部 ）       

資 本 金 18,168  18,168  18,168  

資本剰余金 8,117  8,117  8,117  

利益剰余金 57,222  67,836  63,561  

その他有価証券評価差額金 9,117  10,395  10,062  

為替換算調整勘定 △ 1,328  △ 1,888  △ 2,013  

自己株式    △  148  △  188  △   169  

資 本 合 計 91,149 42.1 102,440 46.9 97,726 44.8 

負債、少数株主持分及び資本合計 216,715 100.0 218,551 100.0 218,096 100.0 
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中間連結損益計算書 
 

 
前中間連結会計期間 
自 平成 15 年 4月 １日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4月 １日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 比較増減 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成 15 年 4月 １日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 

 
             期別 
 
 
科目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 金  額 百分比 

 
売  上  高 

百万円 

85,348  

％  

100.0 

百万円 

  92,413 

％ 

100.0 

百万円 

7,064 

百万円 

181,874 

％ 

100.0 

売 上 原 価 59,984  70.3   64,691 70.0 4,706 125,734 69.1 

売 上 総 利 益 25,363  29.7   27,721 30.0 2,357 .56,140 30.9 

販売費及び一般管理費 18,025  21.1   20,031 21.7 2,005 .36,771 20.2 

営 業 利 益 7,338  8.6 7,690 8.3 351 .19,369 10.7 

営業外収益 1,448  1.7 1,695 1.8 247 ..2,598 1.4 

受取利息及び配当金 (  334)  (  386)  ..(...51) (...465)  

連結調整勘定償却額 (   28)  (   17)  ..(.△10) (....62)  

持分法による投資利益 (  180)  (  269)  ..(...88) (...408)  

その他雑収入 (  904)  (1,022)  ..(..117) (.1,662)  

営業外費用 1,099  1.3 1,199  1.3 .....100 ..3,407  1.9 

支払利息 (  517)  (  416)  ..(△100) (...957)  

その他雑支出 (  581)  (  782)  ..(..200) (.2,450)  

経 常 利 益  7,687  9.0 8,186  8.8 .....498 .18,560  10.2 

特 別 利 益 1,236 1.5 175  0.2 .△1,061 1,957 1.0 

固定資産売却益 (   72)  (   144)  ..(...71) .(...616)  

  投資有価証券売却益 (1,163)  (     4)  (△1,159) (.1,340)  

 貸倒引当金戻入益 (    -)  (    26)  ..(...26) (.....-)  

特 別 損 失 916  1.1 161 0.1 ...△755   .1,153 0.6 

たな卸資産評価損 (  611)  (     -)  ..(△611) (...611)  

固定資産売却損 (    -)  (     -)  ..(....-) (...281)  

土地評価損 (  295)  (     -)  ..(△295) (...116)  

投資有価証券売却損 (    -)  (     -)  ..(....-) (....80)  

投資有価証券評価損 (    2)  (    12)  ..(...10) (.....-)  

ゴルフ会員権評価損 (    7)  (    15)  ..(....8) (....64)  

災害損失 (    -)  (   132)  ..(..132) (.....-)  

税金等調整前中間(当期)純利益 8,007  9.4   8,200 8.9 .....193 .19,364  10.6 

法人税、住民税及び事業税 3,930  4.6   3,252 3.5 ...△678 ..7,653  4.2 

法人税等調整額 △438  △0.5 △135 △0.1 .....303 .....76  0.0 

少数株主利益(△は損失) △7  △0.0 △3 △0.0 .......4 .....21  0.0 

中 間（当 期）純 利 益 4,523  5.3 5,086 5.5 .....563 .11,613  6.4 
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中間連結剰余金計算書 
 

当中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

自平成 15 年 4 月 01 日 自平成 16 年 4 月 01 日 自平成 15 年 4 月 01 日 

至平成 15 年 9 月 30 日 至平成 16 年 9 月 30 日 至平成 16 年 3 月 31 日 

              期別 
 
 
科目 

金     額 金     額 金     額 
      百万円 百万円 百万円 

【資本剰余金の部】    

資本剰余金期首残高 8,117>      8,117> 8,117> 

資本剰余金中間期末(期末)残高 8,117>      8,117> 8,117> 

【利益剰余金の部】    

利益剰余金期首残高 53,400>     63,561> 53,400> 

利益剰余金増加高 4,523>      5,086> 11,613> 

（中間(当期)純利益） (4,523)     (5,086) (11,613) 

利益剰余金減少高 701>        811> 1,452> 

（ 配 当 金 ） (   644)     (  751) ( 1,395) 

（ 役 員 賞 与 ） (    50)     (   60) (    50) 

（連結子会社増加に伴う減少高） (     6)     (    -) (     6) 

利益剰余金中間期末(期末)残高 57,222> 67,836 63,561> 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間  前連結会計年度の要約 
連結ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ計算書 

自 平成 15 年 4月 １日 自 平成16年 4月 １日 比較増減 自 平成 15 年 4月 １日 
至 平成 15 年 9 月 30 日 至 平成 16年 9月 30日  至 平成 16 年 3 月 31 日 

               期別 
 
 
科目 金     額 金     額 金  額 金     額 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円 百万円 
 税金等調整前中間(当期)純利益 8,007 8,200  193 19,364 
 減価償却費 4,746 4,844  98 10,135 
 連結調整勘定償却額 △  28 △  17  10 △  62 
 引当金の増加額(△は減少額) 142 △  848 △ 990 △ 1,278 
 受取利息及び受取配当金 △   334 △  386 △ 51 △  465 
 支払利息 517 416 △ 100 957 
 持分法による投資利益 △   180 △  269 △ 88 △  408 
 有価証券・固定資産評価売却損益等 △   730 232  963 △    90 
 売上債権の減少額(△は増加額) 6,708 1,136 △ 5,571 1,113 
 たな卸資産の減少額(△は増加額) △   229 △ 1,428 △ 1,199 813 
 仕入債務の増加額(△は減少額) △ 2,178 174  2,353 △   323 
 未払消費税等の増加額(△は減少額) △   200 △  168  31 29 
 役員賞与 △    50 △  60 △ 10 △  50 
 その他 △   250 1,998  2,249 384 

 小計 15,937 13,825 △ 2,112 30,119 

 利息及び配当金の受取額 334 386  51 465 
 利息の支払額 △   538 △  418  120 △   979 
 法人税等の支払額 △ 4,774 △ 3,961    813 △ 8,451 

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,959 9,832 △ 1,126 21,155 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー      
 定期預金の預入による支出 △    12 -  12 △  28 
 定期預金の払戻による収入 13 24  11 23 
 有形固定資産の取得による支出 △ 5,380 △ 6,404 △ 1,023 △10,117 
 有形固定資産の売却による収入 158 268  110 909 
 投資有価証券の取得による支出 △   459 △   11  447 △   713 
 投資有価証券の売却による収入 2,481 19 △ 2,461 2,713 
 その他 140 △  177 △ 317 132 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,058 △ 6,280 △ 3,221 △ 7,081 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー      
 短期借入金の純増加額(△は減少額) △ 5,885 △ 3,449  2,436 △ 9,993 
 長期借入れによる収入 - -  - 36 
 長期借入金の返済による支出 △ 1,406 △ 2,810 △ 1,404 △ 2,877 
 社債発行による収入 - -  - 400 
 配当金の支払額 △  644 △   751 △ 107 △ 1,395 
 その他 △    18 38  56 △    40 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,954 △ 6,972  981 △13,869 
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △     0 16  16 △  328 
Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 △  53 △ 3,404 △ 3,350 △   124 
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 14,796 15,010  214 14,796 
Ⅶ連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物増加額 338 - △ 338 338 
Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 15,081 11,606 △ 3,475 15,010 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
1. 連結の範囲に関する事項 
(ｲ)連結子会社 - - -  37 社（ｾﾝﾄﾗﾙ化成㈱、ｾﾝﾄﾗﾙｸﾞﾗｽﾌｧｲﾊﾞｰ㈱ 他 35 社） 
(ﾛ)非連結子会社  - -  11 社（㈱ｾﾝﾄﾗﾙｻｰﾋﾞｽ 他 10 社） 
なお、上記非連結子会社の会社間取引等消去後の総資産額及び売上高並びに持分に見合う中間純損益及び利益
剰余金等の額はいずれも少額であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

2. 持分法の適用に関する事項 
(ｲ)非連結子会社及び関連会社に対する投資について、持分法を適用した会社は 11 社であります。 
関連会社  - - -  11 社（ｱﾙﾊﾞｯｸ成膜㈱ 他 10 社） 

(ﾛ)持分法を適用していない非連結子会社 11 社及び関連会社 10 社の持分に見合う中間純損益及び利益剰余金等
の額は、いずれも少額であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

(ﾊ)持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期     
間に係る中間財務諸表を使用しております。 

 
3. 連結子会社の中間決算日(決算日)等に関する事項 

連結子会社のうち、セントラルガラスアメリカインコーポレィテッド、ノースウェスタンインダストリーズ  
インコーポレィテッド、セントラルガラスインターナショナルインコーポレィテッド、シンクェストラボラト  
リーズインコーポレィテッド、セントラルガラスヨーロッパリミテッド、台湾信徳玻璃股有限公司、台湾創新
精材股 有有有有 の中間決算日は 6月 30 日であります。 
中間連結財務諸表の作成に当たって、セントラルガラスアメリカインコーポレィテッド、ノースウェスタン  

インダストリーズインコーポレィテッド、セントラルガラスインターナショナルインコーポレィテッド、シン  
クェストラボラトリーズインコーポレィテッド、セントラルガラスヨーロッパリミテッド、台湾信徳玻璃股有
限公司、台湾創新精材股 有有有有 はそれぞれ 6月 30 日現在の中間財務諸表を使用しております。 
 

4. 会計処理基準に関する事項 
(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
その他有価証券       

時価のあるもの    中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法(一
部連結子会社は総平均法)により算定） 

 
時価のないもの    移動平均法による原価法 

(一部連結子会社は総平均法による原価法) 
 
②たな卸資産          主として総平均法による原価法 
 

 
(ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産①      主として定率法平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に、 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について
は、定額法を採用しております。 

(ﾊ)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 ･････････ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 

 
②賞与引当金 ･････････  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計 

しております。 
 
③退職給付引当金 ････  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び 

年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認め
られる額を計上しております。 
なお、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13 年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
また、在外連結子会社には退職給与支給の制度がないため、同引当金の設  
定をしておりません。 
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④役員退職慰労引当金 ･･･ 役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給 
額を計上しております。 

 
⑤特別修繕引当金 ･････ ガラス溶解炉等の定期的修繕費用の支出に備えるため、次回修繕の見積金額と 

次回修繕までの稼働期間を勘案して計上しております。  
 
(ﾆ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
   外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。 
なお、在外子会社等の資産・負債・収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
(ﾎ)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(ﾍ)ヘッジ会計の処理方法 
①ヘッジ会計の方法 ･････････ 繰延ヘッジ処理によっております。 
                なお、ヘッジ会計の特例処理の要件を満たす金利スワップ取引につい

ては特例処理を採用しております。 
 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ･･･ ヘッジ手段：金利スワップ取引 
                ヘッジ対象：借入金 

 
③ヘッジ方針 ･･･････････････ 当社経理部の管理のもとに、債権債務内での取引に限定し、将来の金

利変動リスク回避のためのヘッジを目的としており、投機目的の取引は
行っておりません。 

 
④ヘッジ有効性評価の方法 ･･･ 特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略

しております。 
 

(ﾄ)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理方法 ･････ 税抜方式によっております。 

 
5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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［注記事項］ 前 中 間 期 当 中 間 期 前    期 
  百万円 百万円 百万円 

1. 有形固定資産減価償却累計額 226,472  224,394  222,166  
2. 受取手形割引高 54  52  50  
3. 受取手形裏書譲渡高 62  50  58  
4. 
5. 

担保に供している資産 
担保付債務 

51,244  
 

48,683  
 

48,127  
 

 短期借入金 1,466  560  670  
 長期借入金 4,923  4,349  4,620  

6. 保証債務 126  279  310  
 保証予約 178  128  155  

7. 自己株式 350,362 株 403,274 株 380,498 株 
8. リース取引に関する事項      
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 (ｲ)借主側 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 
  百万円 百万円 百万円 

     取得価額相当額 機械装置及び運搬具 537  486  575  
 有形固定資産その他 477  396  476  
 無形固定資産その他 116  53  116  
 合   計 1,131  936  1,169  
        

     減価償却累計額 機械装置及び運搬具 336  258  359  
相  当  額 有形固定資産その他 315  252  348  

 無形固定資産その他 77  28  86  
 合   計 729  538  794  

        
中間期末(期末) 機械装置及び運搬具 200  228  216  
残 高 相 当 額 有形固定資産その他 162  144  128  

 無形固定資産その他 39  24  30  
 合   計 401  398  375  
        

 ②未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 502  467  441  
 （うち１年以内のもの 200  159 170  
 （うち１年超のもの 302  307 271  
 ③支払リース料（減価償却費相当額） 92  80  171  
 ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。 
    ⑤取得価格相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額の算定は、支払利子込み法によっ

ております。 
 

(ﾛ)貸主側 
         未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 108               72                70 
           (うち１年以内のもの                    59               27              38 ) 
            (うち１年超のもの                      49               45                32 )      
 
       上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料中間期末（期末）残高相当額であります。 
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セグメント情報 
  

1.事業の種類別セグメント情報 
前中間連結会計期間(自 平成 15 年４月１日  至 平成 15年９月 30 日) 

ガラス事業 化成品事業 計 消去又は全社 連  結  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
売上高      
 (1)外部顧客に対する売上高 54,488 30,860 85,348 － 85,348 
      
 (2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
943 744 1,687 (1,687) － 

計 55,431 31,605 87,036 (1,687) 85,348 
営業費用 53,504 26,196 79,700 (1,690) 78,010 
営業利益 1,927 5,409 7,336 ( △ 2) 7,338 

 
 
 
当中間連結会計期間(自 平成 16 年４月１日  至 平成 16年９月 30 日) 

ガラス事業 化成品事業 計 消去又は全社 連  結  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
売上高      
(1)外部顧客に対する売上高 59,659 32,754 92,413 － 92,413 

      
(2)セグメント間の内部売上高 861 740 1,602 (1,602) － 

又は振替高      

計 60,521 33,494 94,015 (1,602) 92,413 

営業費用 58,200 28,120 86,321 (1,598) 84,723 

営業利益 2,320 5,373 7,694 (    3) 7,690 

 
 
 
前連結会計年度(自 平成 15 年４月１日  至 平成 16年３月 31 日) 

ガラス事業 化成品事業 計 消去又は全社 連  結  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
売上高      
 (1)外部顧客に対する売上高 115,480 66,394 181,874 － 181,874 
 
 (2)セグメント間の内部売上髙 
    又は振替高 
 

  2,304 1,581 3,885 
 

(3,885) 
 

－ 

計 117,784 67,976 185,760 (3,885) 181,874 
営業費用 111,813 54,579 166,392 (3,887) 162,505 

営業利益 5,971 13,396 19,367 (△  1) 19,369  

(注)１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、製造方法及び販売市場の類似性により「ガラス事業」、「化成品事業」とに区分して

おります。 

    ２．各事業区分の主要製品 
ガ ラ ス 事 業 -------建築用板ガラス製品 自動車用加工ガラス製品、産業用加工ガラス製品等 

化 成 品 事 業 -------ソーダ・塩素製品、ファインケミカル製品、ガラス繊維製品、肥料製品等 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去または全社の

項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 
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２．所在地別セグメント情報 
前中間連結期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計額に占める日

本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

３．海外売上高 
前中間連結会計期間(自 平成 15 年４月１日  至 平成 15年９月 30 日) 

北  米 ア ジ ア 欧  州 その他の地域 計  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円   
Ⅰ海外売上高  9,624 4,628 4,100 628 18,981 

Ⅱ連結売上高 － － － － 85,348 

Ⅲ海外売上高の連結 
売上高に占める割合 

11.3 % 5.4 % 4.8 % 0.7 % 22.2 % 

 

当中間連結会計期間(自 平成 16 年４月１日  至 平成 16年９月 30 日) 
北   米 ア ジ ア 欧   州 その他の地域 計  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

 
Ⅰ海外売上高 

百万円 
9,292 

百万円 
6,245 

百万円 
4,314 

百万円 
448 

百万円 
20,301 

Ⅱ連結売上高 － － － － 92,413 

Ⅲ海外売上高の連結 

売上高に占める割合 

10.0 % 6.8 % 4.7 % 0.5 % 22.0 % 

 

前連結会計年度(自 平成 15 年４月１日  至 平成 16年３月 31 日) 
北   米 ア ジ ア 欧   州 その他の地域 計  
金  額 金  額 金  額 金  額 金  額 

 
Ⅰ海外売上高 

百万円 
17,752 

百万円 
10,002 

百万円 
9,053 

百万円 
1,309 

百万円 
38,117 

Ⅱ連結売上高 － － －         － 181,874 

Ⅲ海外売上高の連結 
売上高に占める割合 

9.8 % 5.5 % 5.0 % 0.7 % 21.0 % 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米･･････････米国、カナダ 

(2) アジア･･･････ 台湾、韓国、中国、シンガポール、タイ等 

(3) 欧州･･････････イギリス、イタリア、オランダ、フランス、ベルギー等 

(4) その他の地域･･オーストラリア、アルゼンチン等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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有価証券 
 

その他有価証券で時価のあるもの 
  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
 (平成 15 年 9月 30 日現在) (平成 16 年 9月 30 日現在) (平成 16 年 3月 31 日現在) 
  連   結   連   結   連   結  
 取得原価 貸借対照表 差  額 取得原価 貸借対照表 差  額 取得原価 貸借対照表 差  額 
  計 上 額   計 上 額   計 上 額  
 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
株 式 10,377 25,472 15,095 10,277 27,482 17,204 10,300 26,958 16,658 

 

  

時価のない主な有価証券の内容 
 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

 (平成 15年 9月 30 日現在) (平成16年9月30日現在) (平成16年3月31日現在) 

 百万円 百万円 百万円 

(1)その他有価証券    
  非上場株式 
   (店頭売買株式を除く) 

3,868 3,781 3,787 

   その他 － － 251 

 (2)子会社株式及び関連会社 
株式 

   非連結子会社株式及び 
関連会社株式 

 

6,942 7,259 7,043 

 

        

販売の状況 
 

 

前中間連結会計期間 
自 平成15年4月 1日 
至 平成15年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 事業の種類別セグメントの名称 

金   額 金   額 金   額 

 百万円 百万円 百万円 

ガ ラ ス 事 業 54,488 59,659 115,480 

化 成 品 事 業 30,860 32,754 66,394 

合   計 85,348 92,413 181,874 

(注)上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

 




